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Study on International Students and Tuition Fees at National University in Japan:

From the Perspective of National University Management

Yoji Ishii＊

Asia Public-Private Partnership Institute, Toyo University

日本の留学生と国立大学の授業料に関する一考察
─大学運営管理の視点から─

石井 洋二＊＊

東洋大学アジア PPP研究所

Abstract─With the severe financial situation of National universities in Japan highlighted, the system for
flexible tuition fees at National universities, including those for International students, has been set. This
paper proposes that tuition fees for International students, which continue to increase the number, be set
differently from those for domestic students, rather than being set uniformly, to diversify sources of income
to strengthen the financial base of universities in Japan. As long as universities continue to rely on funding
allocations from the government, it is difficult to cope with the global market for International students, as
the financial position for the universities can change depending on the financial situation of the government.
In addition, the financial independence of universities is extremely important to aim to achieve theʠfreedom
of research and educationʡwhile ensuring high-quality research and education opportunities.
Considering the current economic growth of other countries and the relative decline in Japan’s economic
position, it might be a useful option to increase university revenues by setting different tuition fees, rather
than uniform fees between domestic students and International students, and still improve the quality of
research and education.

(Accepted on 12 January 2025)

1．はじめに

文部科学省他（2008）により提唱された⽛留学生
30 万人計画⽜は，日本の大学の国際化を推進すると
ともに，少子・高齢化による人材不足の解決に寄与

するという目的の下，海外から優秀な留学生を誘致
し，大学を卒業した後は日本企業への就職を支援し，
日本の経済と社会を支える人材に育成することを企
図したものであり，文部科学省（2021）によると，
2019 年に留学生数（日本語教育機関含む）が 31 万
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2,214 人に到達したことで，この数値目標は達成さ
れた。内閣官房教育未来創造会議（2023）は，2033
年までに外国人留学生の受入れ数を 40 万人とする
目標を掲げ，受入れの質を向上させるため，⽛授業料
設定の柔軟化⽜を提言した。これにより，文部科学
省（2024a）は，国立大学の授業料に関する省令を改
正，2024 年 4 月から外国人留学生に求める授業料の
固定化を撤廃し，年間 53 万 5,800 円を⽛標準額⽜と
しながら，2割増の 64 万 2,960 円までを上限とする
ことで，外国人留学生の授業料の設定は柔軟化され
た。
これまで，留学生の授業料は日本人学生と同額

だったものが値上げ可能になり，増収分を留学生受
入れの強化策や留学生の教育環境を改善するために
活用されることが想定される。
このような，授業料の柔軟化が許容される一方，

一般社団法人国立大学協会（2024）は，⽛国立大学を
取り巻く財務状況の悪化⽜に関する声明を発し，日
本の国立大学の財政状況の窮乏問題を⽛もう限界で
す。⽜という表現を用いて強く訴求，日本の国立大学
の財政状況の厳しさが浮き彫りとなった。
本論では，留学生の授業料の柔軟化が許容され，

国立大学の財務状況の厳しさが浮き彫りとなる中，
留学生の授業料を国内学生と一律にするのでなく，
大学の財務収入源を多様化し財務基盤を強化するた
めの方策の一つとして，留学生の授業料を異なる金
額に設定することを提案するものである。

2．世界及び日本の留学生動向

全世界の留学生総数は図 1のとおり，右肩上がり
に推移しており，2000 年に 160 万人であった留学生
総数は，2020 年に 640 万人となり，約 4倍に増大し
た。世界の留学生総数の規模は増大し，大きな市場
を形成している。
受入れ国別にみると，図 2のとおり，2000 年には，

米国を筆頭に，イギリス，ドイツ，フランス，豪州，
日本，カナダという順で留学生を受け入れていたが，
2020 年には，米国を筆頭に，イギリス，カナダと英
語圏の国が上位を占め，4位に豪州，フランス，ロシ
アがほぼ同列に続き，ドイツ，中国という順であっ

た。特に，米国，イギリス，カナダ，豪州の英語圏
の 4か国は 2000 年及び 2020 年の双方とも受入れ人
数全体の 50％前後を占めており，留学生の受入れ国
としてマジョリティを形成する一方，2000 年には受
入れ国としては存在感のなかったロシアや中国が
2020 年に各々 6％及び 4％と増大している。また，
日本の世界全体の留学生総数は，2000 年及び 2020
年の両年とも世界全体の 4％前後とその割合はほぼ
変わらなかった。
日本の正規課程の高等教育機関（日本語教育機関

を除く）の留学生数は図 3のとおり，2000 年に 6万
人前後であった留学生数が，2020 年には 22 万人前
後に達し 3倍から 4倍前後の増加を示している。そ
の後，コロナ禍により，2020 年，2021 年と落ち込む
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図 1 世界の留学生総数の推移
IIE（2022）より著者作成

図 2 留学生の受入れ国の推移
IIE（2020）より著者作成



ものの，近年回復の兆しを示し，総じて右肩上がり
に推移している。
日本の国立大学の留学生数は図 4のとおり，2008

年に 2万 9千人前後であった留学生数が，2018 年に
は 4万 5千人前後に達し 1.5 倍前後の増加を示して
いる。その後，コロナ禍により，2020 年，2021 年と
落ち込むものの，近年回復の兆しを示し，総じて右
肩上がりに推移している。

3．大学の収入と授業料

世界全体の留学生数が増大し，日本の留学生数も

増大する中，日本の国立大学の財政状況については，
文部科学省（2020）によれば，国立大学法人運営費
交付金予算額は，2004 年に 1 兆 2,000 億円前後で
あったものが，2020 年度に 1兆 1,000 億円前後と微
減傾向にある一方，国立大学の経常費用は，2005 年
に 2兆 4,000 億円前後であったものが，2019 年には
3 兆 2,000 億円前後と約 1.3 倍にも増加傾向である
ことから，厳しい状況に置かれていることが推察で
きる。
太田（2016）によると，厳しい財政状況を打開す

るための選択肢の一つとして考えられているのが留
学生の授業料の高額化による大学の自主財源の収入
増である。
図 5は，日本の国立大学の学生納付金収益額（授

業料含む）と経常収益の中におけるその収益額の占
める割合の推移を示したものである。国立大学の経
常収益は増加傾向にあるが，学生納付金収益額（授
業料含む）は，3,300 億円から 3,700 億円の間で推
移しており，ほぼ横這いである。経常収益全体にお
けるその割合は 2005 年に 15％であったのが，2019
年には 11％へと減少している。
つまり，国立大学全体の経常収益に占める学生納

付金収益額（授業料含む）の割合は減少しているこ
とを示している。
事例として，日本の国立大学である東京大学と欧

米の国公立大学との授業料収入額の比較を行うと
図 6となる。日本の東京大学の授業料収入は 165 億
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図 3 日本の高等教育機関の留学生数の推移
文部科学省（2024b）より著者作成

図 4 国立大学の留学生の推移
文部科学省（2024b）より著者作成

図 5 経常収益の中で授業料収入が占める割合
文部科学省（2020）より著者作成



円前後で推移しており，2006 年から 2019 年にかけ
てほぼ横這いを呈している一方，米国のカリフォル
ニア大学バークレー校やカリフォルニア大学サン
ディエゴ校の 2大学は，2006 年に 200 億から 300 億
円だったものが，2019 年には 800 億円から 1000 億
円と 3倍から 4倍近くに増大しており，英国のユニ
ヴァーシティ・カレッジ・ロンドンに至っては，
2006 年の 116 億円から 2019 年の 762 億円と 6 倍以
上に増大している。更に，東京大学及び欧米の 3つ
の大学の授業料収入の大学全体の収入に占める割合
は図 7 となる。2006 年に 12％から 17％であったも
のが，2019 年には 22％から 38％と 2 倍前後に増大
にしている。
他方で，東京大学の授業料収入の大学全体の収入

に占める割合は，2006 年の 12％から 2019 年 10％へ
と減少している。
すなわち，東京大学の授業料収入は同大の全体収

入の割合から見れば減少していることを示している
一方，3 つの欧米の大学は授業料収入を急激に伸ば
していることが示されている。
太田（2016）によれば，米国，豪州，英国におい

て，政府の高等教育に対する大幅な予算削減が起こ
り，大学は財源の多様化を迫られる中，留学生が支
払う高額の学費（英国，豪州の留学生に対するフル
コスト学費政策や米国の州立大学における州外学生
用学費）は，大学の収入（自主財源）増につながる

ことから，これら英語圏の大学を中心に国際化の名
の下，私費留学生の獲得競争が起こり，国際的な学
生市場が出現すると共に，ビジネス・貿易としての
留学生（消費者，顧客）受入れモデルが確立していっ
たとされる。

OECD（2022a）によると，大部分の OECD諸国で
の公立教育機関の留学生は，同じプログラムに在籍
する自国学生とは異なる授業料を支払っている。次
頁の図 8は，各国の留学生と国内学生の大学院修士
課程の授業料を示しており，OECD諸国の中でも英
語圏の米国，豪州，カナダ，英国，ニュージーラン
ド，アイルランドでは，留学生は自国学生に課され
る授業料の約 2倍近くから 2倍以上の授業料を平均
で支払っている。
対照的に，非英語圏の国であるチリ，イタリア，

日本，スペインでは，留学生と自国の学生との授業
料は同額に設定されている。

Chen（2021）によれば，留学生に高額の授業料を
課すことで，大学は一定の資金の流れを維持でき，
その結果，世界の大学ランキングを向上させ，研究
成果を高め，国内の学生を入学させる費用を補助す
ることができるとされている。
また，授業料を減額または無償とすることで，地

域内での国際的な流動性を促進することを狙ってい
る地域もある。

OECD（2022a）によると，欧州経済領域（EEA）
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図 6 各国国公立大学の授業料収入額の比較
内閣府（2021）より著者作成

図 7 全体収入における授業料収入の割合の比較
内閣府（2021）より著者作成



では，EEA内の学生には授業料を低く設定するか，
もしくは無償に設定しており，EEA以外の学生には
授業料を高く設定している。例えば，デンマーク，
フィンランド，スウェーデンでは，自国学生と EEA

内の学生の高等教育の授業料は無償であるが，EEA

以外の留学生には異なった高額の授業料を課してい
る。
同制度は，10 年以上前からデンマークとスウェー

デンで実施されており，フィンランドでは，2017 年
に導入されている。このように，EEA内の学生には
授業料を低く設定するか，もしくは授業料を無償に
しているが，EEA以外の学生には高い授業料を課し
ており，政治地理的要素を勘案した境域に基づき，
地域内外の学生の間で異なる授業料を設定し，区別
している。
他方で，留学生の留学先の国を選択する際の重要

な決定要因として，授業料の金額自体が選択肢とし
て挙げられている（福元・Chang，2021；杉村，2011）。
図 8 の 2022 年の時点で国内外の学生に高等教育

を無償で提供してきたノルウェーは，2023 年の秋期
より，EEA及びスイス以外の国から学位を取得しよ
うとする学生に授業料を徴収することとなり，Liu

& Solheim（2023）によると，ノルウェー政府は，
70～80％の留学生を失う可能性があると見込んでお
り，多様な文化的価値観，社会規範，イデオロギー

を持つ個人が集成されることによって生じる大学の
知的多様性が低下する可能性を懸念する一方，留学
生が支払う授業料を通じて収益が創出されることを
見込んでいる。

Sanchez-Serra & Marconi（2018）によれば，2011 年
にスウェーデンで EEA以外の国の学生に高額の授
業料を課す制度が導入された初年度に新規入学者数
が急激に減少した。しかし，Bryntesson & Börjesson

（2019）によると，スウェーデンでは，その後，新し
い奨学金の導入と拡大を行ったことで，新規留学生
数が増加し始め，同制度の導入前とほぼ同じレベル
に回復した。
このように，授業料の値上げに伴い，留学生の数

は減少する可能性があることが示唆されると同時
に，奨学金の導入と拡大などで留学生のための選択
肢を増やすことで，その影響が緩和できる可能性も
示唆される。

4．考察

日本の留学生政策は大きく以下 2つに分けられる
と指摘している（太田，2020；李，2013）。
90 年代前期まで，留学生の受け入れは，国際人材

の養成という目的より，経済大国に転身した日本の
国際的貢献を果たすという国際協力の一環として進
められた。留学生に対して，奨学金の提供，授業料
の免除などの経済的支援を積極的に行った。従っ
て，当時の留学生政策は，留学生の⽛質⽜よりも，
⽛量⽜を重視したものであった。
90 年代後半になると，人材獲得をめぐり，国際競

争が加熱した。高等教育の段階から人材を確保しな
ければ，国際的な頭脳の獲得競争に負けるという認
識から，2008 年に 2020 年に向けて 30 万人の留学生
の受け入れを目指すという⽛留学生 30 万人計画⽜が
策定され，高度人材の獲得や国際競争力向上を踏ま
えたグローバル化への対応といった国益を視野に入
れた形で，留学生の⽛質⽜を強調するものとなった。
しかし，佐藤（2021）によると，30 万人という目

標値は数量的には達成されたが，質的にも十分に達
成されたとは言い難いとしている。
今後，更に質を重視した留学生の受入れを行うた
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図 8 留学生と国内学生の大学院修士課程の授業料の比較
OECD（2022b）より著者作成



めに，大学の質を向上させる必要があり，その向上
のためには資金が必要であることにつながる。その
方策の一つとして，留学生の授業料を押し上げるこ
とを行う傍ら，優秀な留学生に対する授業料減額や
免除などのインセンティブを設けることを通じて，
質の高い留学生を集めるための戦略を練り直す時期
に来ているのではと考えられる。
現在，国立大学の授業料は，留学生も国内の日本

人学生も一律である。今後，日本が留学生の受入れ
を更に増大させる政策を推進していることを勘案す
ると，受入れ大学及び留学生の双方の質的向上を念
頭に置いた大学経営の視点から留学生への対応を考
える時期に来ているのではないだろうか。留学生全
体の授業料を上げることで，留学生を受け入れるた
めの質の高い環境が整備されると同時に，優秀な学
生に対する授業料減免措置の対象なども拡大するこ
とをできる可能性もある。
佐藤・橋本（2011）は，教育の国際化のコストに

ついても，非英語圏諸国の方が英語圏諸国よりも高
いとしている。英語圏では，グローバル言語である
英語による教育を低いコストで提供できる一方，非
英語圏諸国は，英語よるサービス提供のための環境
整備のためコストが嵩むのである。
佐藤（2014）は，留学生受入れについては，語学

教育や外国人特有の事情といえるビザ関連手続きや
生活支援が必要とされるため，一般の学生よりも必
要となるコストは多いとしている。
また，塚田他（2022）によれば，留学生の学費値

上げが行われた韓国のソウル首都圏の大学では，留
学生の授業料値上げ理由となった支援内容を問う質
問に対し，留学生支援チーム新設やラマダン期間の
食事プログラム実施等の他，銀行口座開設事務処理
のサポートといった理由を挙げている。
経済学的な観点から言えば，2 つの属性でサービ

スに対する限界費用が異なるならば，その効率性を
達成するために，それぞれ異なった価格を徴収する
ことは合理的な考え方である。より高い限界費用が
生じるグループの価格はより高くしなければならな
い。外国人留学生の受け入れにコストが嵩むなら，
より高い価格を設定することは経済的合理性がある
と言える。
また，税金の受益者負担の原則から問えば，政府

は税金で大学を運営しているため，国外からの学生
に負担を課すことは合理性がある。太田（2020）に
よれば，豪州の国立大学では，親が納税者でないこ
とを根拠に留学生の授業料を高く設定されており，
留学生に対しては，教育，生活にかかるコストは授
業料で回収するという原則があるとしている。
日本が経済大国としての責務を果たすことを理念

として掲げ，主に途上国からの留学生の人材育成に
資することを目的とした留学生受入れを行っていた
ころは，日本から途上国への国際協力の一環として，
一方向的な日本固有のスタンダードに従い受入れを
行っていればよかった。しかし，グローバル化の波
が押し寄せ，日本の経済力が相対的に低下してきた
現在において，国費のみを原資としている⽛国費外
国人留学生制度⽜を引き続き活用し，積極的に奨学
金を出して，毎年，8,000 人～10,000 人規模の留学
生を獲得する手法には再考の余地があるのではない
か。
日本の国費留学生制度は，国費留学生の母国と日

本の間の経済交流や私費留学生の増加を通した経済
波及効果がもたらされるとされる（谷口，2011）。他
方で，工藤他（2014）は日本のひっ迫した財政を考
慮すれば，国費留学生制度や学習奨励費など奨学金
の拡充は現実的ではないとしている。
また，堀江（2011）によれば，日本の国費制度は，

政府からの純粋な⽛国費⽜から拠出されるのに対し，
各国の制度においてはその予算の出所（資金源）は
多様であり，例えば，フルブライト奨学金は相手国
政府が同額等を拠出している場合もあり，民間から
の財政支援も受けているとされる。
さらに，日本の留学生の受入れ環境の充実に充て

られる国家予算は，他の留学生受入れ国よりも多い
（工藤他，2014）という指摘もあり，佐藤（2008）に
よれば，日本の国費留学生比率は留学生全体の
8.1％だが，米国の連邦政府奨学金受給者は 0.4％に
過ぎず，OECDの留学生受入れ主要 6か国（米，英，
独，仏，豪，日）の中で，日本は最も高い比率を示
しているとされる。
図 7のとおり，英語圏の国では留学生に対して自

国学生の 2～3 倍の授業料を課すことで教育に関わ
るコストの財源確保に繋げている大学があり，その
授業料は相対的に高いが，前述のとおり，英語圏の
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国では入学を希望する留学生は増大している。そこ
には，相応の授業料を投資しても，期待する利益が
回収される可能性が高いという考えがあり，自己の
利益に基づいた市場原理が働いている。このことは
質の高い教育・研究の場を提供しなければ，留学生
に関心が及ばす獲得できないことに関連してくる。
英語圏の国の大学が策定する世界ランキングのみに
執着する必要はないと考えられるが，教育や研究内
容を魅力的なものとし，世界中から関心を集められ
るものにすべきであり，このためには，質の向上と
それを行うための資金が必要である。そして，その
調達手段としての留学生の授業料を安価のまま固定
化することから脱却し資金調達の機会として捉え柔
軟化させ，質の高い教育・研究環境の整備につなげ
ていくことが肝要ではないか。
先進国として高い科学技術力を擁し，合理的な社

会システムを築き，長い間に培った文化や伝統が今
もなお息づく地域があり，それらを支えてきた日本
の教育研究の知的パッケージがグローバル化の中で
相対的に安価に設定され，自国民の国内学生と外国
人留学生が同等の費用に設定されている現状には合
点がいかない部分が残る。むしろ，積極的にその貴
重な教育研究資源を喧伝し，留学生を集めるべきで
あろう。急激なグローバル化が進む高等教育におい
て，日本の大学は，その存在価値を再考しなければ
ならない。

5．結論

OECD諸国の留学生と自国や自国が含まれる地域
内外での授業料が異なり，特に英語圏の大学は，留
学生の授業料を高く設定し，大学の自主財源として，
収入の一部としていることが判明した。
従来の運営費交付金や大学ファンド等の国からの

交付金や資金配分に頼っている限りでは，国の財政
次第で状況が変化し，グローバルに市場化された教
育研究状況の中では不安定であろう。なぜなら，自
国の経済成長が停滞し財政状況が悪化すると，大学
の資金繰りに直接的な影響を与えるからである。
各々の大学が目指している教育研究の自由を担保

し，質の高い教育研究の場を確保するためには，大

学の経済的な自立は極めて重要なものではないだろ
うか。
現状，周辺諸国の経済成長や日本の相対的な経済

的地位の低下などを勘案すると，授業料を国内学生
と留学生で一律化するのではなく多様化し，大学の
収入を増加させ，教育の質を高めていくことは，有
用な選択肢であると考えられる。特に，留学生に対
しては，高い能力がありながらも経済的に困難な学
生には奨学金の貸与を行う一方，高い授業料でも入
学が可能な学生まで幅広く受け入れることが授業料
の柔軟性につながる合理的な考え方であることが示
唆される。勿論，留学生の授業料を高額化するなら
ば，それに見合った教育研究内容の質の向上が求め
られる。
収入源の多様化の方策として，留学生の授業料に

も着目して，大学の財務基盤を強化していくことは，
グローバル化が急激に進む中で，日本の大学の国際
化を進める上で，今後とも考慮すべき選択肢であろ
う。
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